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令和元年度 第１回生駒市行政経営会議

案件１ 都市計画マスタープランの策定について（都市計画課）

<概要>

現計画が２０２０年までとなっており、新たに２０２１年から２０３０年までの１０

年間を計画期間とする都市計画マスタープランを策定する。概要は以下のとおり。

・第６次総合計画やまち・ひと・しごと創生総合戦略、奈良県区域マスタープランを

踏まえたものとする。

・人口減や高齢化の進行など、社会経済情勢の変化や地域の特性を踏まえたものとし、

各関連分野と連携のとれた柔軟で合理的な土地利用を推進するものとする。

・策定に係る検討体制は、事務局を都市計画課とし、都市計画審議会に（仮）都市計

画マスタープラン策定検討部会を設置し、諮問し答申を得る。

・庁内においては、庁内検討会を立ち上げ、検討調整を行う。また、素案が一定まと

まった時点で、行政経営会議に報告する。

・市民等からの意見を反映するための懇談会や地域ワークショップ等を実施する。

・スケジュールは、２０１９年度に全体構想案を、２０２０年度に地域別構想案をと

りまとめ、２０２０年度末の策定を目指す。

・策定にあたり、各部局各課のご協力をお願いする。

<会議での結論> 了承

【主な意見】

・懇談会とは。

→地域のまちづくりのビジョンを地域で考えていただく場。３～５地域で行いたい

と考えている。全体構想案を先行してとりまとめ、地域別構想案はその後にとり

まとめる予定。

案件２ 令和２年度予算編成の事前準備等について・行政改革の取組について

（財政経営課）

<令和２年度予算編成の事前準備等について>

令和２年度予算編成に備えて、以下の点に留意しながら既存事務事業の見直しを進め

ていただきたい。

・歳出は、対平成３１年度予算一般財源ベースで、社会保障関係費や北学校給食セン

ターＰＦＩ債務償還額等の増加により、４．５億円程度増える見込みであること。

・歳入は、地方消費税交付金の増収を予定するものの、幼児教育無償化及び社会保障

充実（低所得者の介護保険料の軽減化等）分に要する額を超える額については、普通

交付税、臨時財政対策債が減額となる予定であることから歳入増加は見込めないこ

と。

<会議での結論> 了承

【主な意見】－
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<行政改革の取組について>

策定中の行政改革大綱における前期行動計画の取組課題調査を実施するため、ご協力

をお願いする。

事務事業の見直しについて、対象４２事業の担当部署と５月から順次庁内ヒアリング

を実施し、７月上旬から行政改革推進委員会で審議を開始する。その際は、担当者に

も出席をお願いする予定。

<会議での結論> 了承

【主な意見】

・対象事業の決定方法は。

→事業効果や公平性の観点から、財政経営課で選択し、行政改革推進委員会で決定

した。今後、対象事業の追加も有り得る。

案件３ 時間外勤務の運用について（人事課）

<概要>

働き方改革に伴い、４月１日付けで関係条例及び規則改正を行ったところ。

併せて時間外勤務命令の運用に関する指針を見直す必要があり、変更内容を行政経営

会議で協議するもの。主な内容は以下のとおり。

・人事院規則どおり、原則月４５時間以下かつ年３６０時間以下を上限とし、他律的

業務の制限等を定める。

・他律的業務は月１００時間未満かつ年７２０時間以下、２～６か月平均８０時間以

下、月４５時間超え６回が上限。

・対象職員は、従来の一般職員に加え、管理職も対象とする。

・月１００時間以上、２～６か月平均８０時間を超える場合、医師面談を申出の有無

に関わらず実施。

・各種様式を合理化し、職員が利用しやすいよう変更。

<会議での結論> 他律的業務の指定について再検討されたい。

再度、行政経営会議で協議されたい。

【主な意見】

・２～６か月平均８０時間以下の基準については、どのタイミングで計算するのか。

→２か月目以降、毎月計算する。

・管理職については誰が管理するのか。

→部長、課長、所属長については自ら管理いただくことを想定している。

・他律的業務の決め方は。

→前年度実績に基づき、毎年度当初に対象所属を決定する予定。

・業務時間外での窓口対応や電話対応を制限する（緊急時を除く）など、時間外勤務の

環境を整えることも必要ではないか。
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案件４ 定員適正化計画の策定について（人事課）

<概要>

計画期間を平成３１年度から令和５年度までの５年間とする第４次生駒市定員適正

化計画（案）を策定した。主な内容は以下のとおり。

・本計画の目標職員数は、介護に係る休暇、出産休暇・育児休業取得者、病気休職者

等が増加傾向であること等を踏まえ、「実働職員数」とする。

・「実働職員数」の上限目標値を８００人とする。

・職員数の増加抑制のために行う取組は次の７つを柱とする。

（１）事務事業の見直し

（２）機能的な組織づくり

（３）市民・事業者・ＮＰＯ・各種団体等との協働による行政経営

（４）人材育成の推進

（５）優秀な人材の確保

（６）働き方改革の推進

（７）多様な任用制度の活用

<会議での結論> 了承

【主な意見】

・８００人は上限であることに留意いただきたい。

その他

次の４年間について（市長）

<概要>

次の４年間（市長２期目）は様々な節目があり、チャンスであると感じている。

２０１９年５月に新元号になったこと。

２０２０年に東京オリンピック・パラリンピックが開催されること。

２０２１年１１月に市制５０周年を迎えること。

２０２５年の大阪万博に向けた準備が本格化すること。

様々なことを生駒市でいかに具体化できるか。

なるべく地元の人の力をお借りして協働を進め、人や団体にフォーカスを当てたまち

づくりを行いたいと思っている。


